
旧法人名 

日本鉄道建設公団 

運輸施設整備事業団 

 

政府出資額 

５６，１６９，９２９，４９１円 

２０，５６６，２５７，０００円 

（計）７６，７３６，１８６，４９１円 

新法人名 

（業務承継法人名）
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構 政府出資額 ７３，５０１，１８０，８０４円 

組織変更年月日

（業務承継年月日）
平成１５年１０月１日 増 減 額 △３，２３５，００５，６８７円 

政府出資額が増

減することの根

拠法令 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法（平成１４年法律第１８０号）（抄） 

附則 

 (日本鉄道建設公団の解散等) 

第二条 日本鉄道建設公団(以下「公団」という。)は、機構の成立の時において解散するものとし、その一切の権利及び義務は、次項の規定により国が

承継する資産を除き、その時において機構が承継する。 

２～５ （略） 

６ 第一項の規定により機構が公団の権利及び義務を承継したときは、その承継の際、機構が承継する資産の価額(附則第十八条の規定による改正前の

日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律(以下「旧債務等処理法」という。)第二十七条第一項に規定する勘定(以下この項及び次項にお

いて「旧特例業務勘定」という。)に係るものを除く。)から負債の金額(旧特例業務勘定に係るものを除く。)を差し引いた額のうち、第一項の規定に

よる公団の解散の時における公団の資本金に相当する金額(第二項の規定により国が承継する資産がある場合には、当該資産の価額に相当する金額を

除く。以下この項において同じ。)を除いたものは、建設勘定において資本剰余金として整理するものとし、第一項の規定による公団の解散の時にお

ける公団の資本金に相当する金額は、政府から機構に対し出資されたものとする。 

７ （略） 

８ 前二項の資産の価額は、機構の成立の日現在における時価を基準として評価委員が評価した価額とする。 

９・１０ （略） 

(事業団の解散等) 

第三条 事業団は、機構の成立の時において解散するものとし、その一切の権利及び義務は、次項の規定により国が承継する資産を除き、その時におい

て機構が承継する。 

２～５ （略） 



 

６ 第一項の規定により機構が事業団の権利及び義務を承継したときは、その承継の際、機構が承継する資産の価額(運輸施設整備事業団法の一部を改

正する法律(平成十二年法律第四十七号。以下この条及び附則第十一条において「旧事業団法一部改正法」という。)附則第三条第五項の規定により政

府及び日本政策投資銀行以外の者から事業団に旧事業団法第二十四条の三第一項の信用基金に充てるべきものとして拠出されたものとされた金額(旧

事業団法第二十八条第三号に掲げる業務に係る勘定において旧事業団法第二十九条第一項の規定により積立金として積み立てられている金額があると

きは当該金額を加算した金額とし、同条第二項の規定により繰越欠損金として整理されている金額があるときは当該金額を控除した金額とする。)並

びに旧事業団法第二十八条第一号に掲げる業務に係る勘定に係るものを除く。)から負債の金額(同号に掲げる業務に係る勘定に係るものを除く。)を

差し引いた額は、政府及び日本政策投資銀行から機構に対し出資されたものとする。この場合において、政府及び日本政策投資銀行からそれぞれ機構

に対し出資されたものとされた金額は、事業団に対する政府からの出資額(第二項の規定により国が承継する資産がある場合には、当該資産の価額に

相当する金額を除く。)及び日本政策投資銀行からの出資額の割合に応じてあん分した金額とし、当該出資されたものとされた金額のうち第十七条第

一項第三号に掲げる業務に係る勘定に係るものは、政府及び日本政策投資銀行から機構に対し第十六条第一項の信用基金に充てるべきものとして出資

されたものとする。 

７ 第一項の規定により機構が事業団の権利及び義務を承継したときは、その承継の際、旧事業団法第二十八条第一号に掲げる業務に係る勘定に属する

資産のうち機構が承継する資産の価額から負債の金額を差し引いた額のうち、旧基金法第五条第一項の規定に基づいて政府から旧事業団法附則第七条

第一項の規定による解散前の鉄道整備基金（以下「基金」という。）に対し出資された金額に相当する金額（第二項の規定により国が承継する資産が

ある場合には、当該資産の価額に相当する金額を除く。以下この項において同じ。）を除いたものは、助成勘定において第十二条第二項に規定する業

務（第十七条第三項及び第十三項に規定する繰入れを含む。）の財源に係る積立金又は第十八条第一項に規定する積立金として整理するものとし、旧

基金法第五条第一項の規定に基づいて政府から基金に対し出資された金額に相当する金額は、政府から機構に対し出資されたものとする。 

８ 前条第八項及び第九項の規定は、前二項の資産の価額について準用する。 

９～１４ 略 

政府出資額が増

減した理由 

・ 国への資産承継による減（約△２億円） 

・ 研究開発費の使用分を欠損金として扱ったものを整理したことによる減（約△２７億円） 

・ 工具器具備品等の保有資産の経年劣化に伴う減価償却等による減（約△３億円） 

備  考  


